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最高裁判所 第３小法廷　御中

平成１９年（行ツ）第２１１号

平成１９年（行ヒ）第２２４号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明治乳業争議支援共闘会議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務局長　　永瀬　　登

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明治乳業賃金昇格差別撤廃争議団

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　長　　　小関　　守

要　請　書
本件への控訴審判決（東京高裁民事5部 小林克己裁判長。以下、原審判決という）は、不当労働行為の成否に関わる判断要件に基づく、事実認定・判断を随所で行っており、この種事件の先例・判例に照らすならば、典型的な不当労働行為・差別事件として、救済措置が講じられるべき内容となっています。上告人らは、現に存在する格差（差別）や不当労働行為意思を判示しながら、救済措置を回避した原審判決は、労働委員会の誤りを正すべき司法の職責を放棄したものであり、絶対に承服できません。

本日の要請では、不当労働行為・差別事件である本件の特徴を改めて鮮明にし、原審判決が不当労働行為の判断要件に基づく認定を行いながら、救済措置に至る審理と判断を放棄（審理不尽）した事の誤りを述べ、最高裁判所が速やかに上告受理をなし、弁論を開始して、下級審の誤りを正されることを強く求めるものです。

記

1、不当労働行為判断要件（構造）に照らすならば典型的な不当労働行為・差別事件です。

不当労働行為の判断構造は、同種事件の多くの先例・判例によっても確立しています。

すなわち、① 申立人らが正当な労働組合活動を行ったこと、② その「故をもって」（使用者の不当労働行為意思）、③昇給・昇格差別など 不利益取り扱いを行うことが、不当労働行為成立の判断要件とされています。この判断要件に照らして、本件の特徴を改めて整理することで、原審判決の審理不尽（理由不備）などの誤りが極めて鮮明になります。

イ、明治乳業では、昭和40年代初頭から過酷な人減らし「合理化」に反対し、劣悪な労働条件の改善を求める労働組合活動が、全国各地の工場（組合支部）で高揚したのです。

ロ、組合活動の高揚に危機感を強めた明治乳業は、主要工場にインフォーマル組織を一気に結成（市川工場＝明朋会、戸田橋工場＝民主化同志会、愛知＝山水会、京都＝都会、大阪＝至宝会など）して、労働者を赤組・白組・雑草組に分類して差別・選別管理をします。

ハ、上告人らが、会社の労組活動への支配介入に反対し、憲法28条が保障する団結権など労働三権を守るために闘うことで、会社の差別攻撃は一層激しくなり、昇給・昇格や仕事差別を脅しの武器に、組織の分断と右傾化を狙う転向工作などが各地の工場で強まります。

ニ、労働者に対する差別・選別管理の制度定着を狙う会社は、右傾化した労組本部との合意で「賃金・職分制度」の大改悪（昭和44年）を行い、同様の制度導入を行った他企業（38企業）には一例も無い、異常な移行格付試験で不当な振り分けを強行したのです。

ホ、労働組合の分断と弱体化（憲法28条団結権への侵害）を意図して、恣意的・差別的に強行される移行格付試験に反対し、不受験だった上告人ら全員が最下位職分に格付けされます。

ヘ、新制度は、恣意的運用が極めて可能な制度です。その特徴は、上告人らを攻撃する先頭部隊である人事考課評定権者（主任・係長）らが行う考課査定によって、昇給・昇格が左右されることです。その結果、上告人ら組合活動家集団は、恣意的考課査定により長期に低職分・低賃金に据え置かれ、さらに、昇格条件（人事考課成績要件）のハードルを高くする制度改悪で、長期に低職分に据え置かれ一層差別が拡大したのです。

　2、格差（差別）、不当労働行為意思を判示しながら救済措置の放棄は許されない

　原審判決は、上告人らの集団性を認定（46頁）した上で、救済年度（昭和59、60年度）に存在する格差について、「他の従業員と比べて有意な格差であったというべきである。」（53頁）、「申立人らが集団として（全般的に）、低位な評価を受けた傾向が顕著であるということができる」（57頁）と判示。不当労働行為意思についても、控訴人らの主張を認定し、「上記主張が妥当するとみる余地はある。」（61頁）と判断したのです。

　ところが、一転して「除斥期間の趣旨」を盾に、「救済年度となる行為との時間的な隔たりがあまりに大きいといわざるを得ず、・・・」等と勝手なものさしを作り、救済措置に至る審理と判断を回避し、司法の職責を投げ出してしまったのです。

3、事件の真相（差別意思・差別時期・背景事情）に迫る遡及審理こそ求められます

集団的賃金昇格差別・不当労働行為事件の特徴は、救済年度に至るかなり以前から（本件では昭和40年代から）、様々な経営施策を巡る労使の対立を背景事情として、格差（差別）も継続的かつ累積的に形成されているのです。従って、事件の全体像を正確に判断する為には、審査（審理）は格差（差別）が発生した時期にまで遡及して行い、その原因と労使関係などの背景事情を注意深く判断することが必要なのであり、この立場こそ不当労働行為制度の趣旨にかなうものだと考えます。

確かに、労組法（27条2項）が定める「継続する行為」と「除斥期間」との対立はあります。しかし、そもそも、不当労働行為制度は、憲法（28条）が保障する労働三権に対する使用者の、狡猾・陰湿な侵害を厳しく禁止し、不法にも侵害があった場合は、不当労働行為を排除（原状回復）し、労使関係の安定的回復を促進することにあります。

「格差（差別）はあるが、古い時期のことだから救済措置は必要ない」では、企業の不当労働行為・差別の「やり得」擁護であり、制度趣旨が求める安定的な「労使関係回復」にも反します。だからこそ、先例・判例でも明らかなように、不当労働行為・差別事件では差別開始までの必要年数を遡及（千代田化工＝21年、日石化学＝26年、石播＝14年など）審査を行い、救済は将来に向けて累積格差の一括是正を行う方式が、闘う当事者は勿論のこと労働委員会などの努力によって生みだされ、司法もこの審理・救済方法を積極的に擁護することを通して、判例としても定着してきたものと認識しています。

この到達点を後退させる原審判決の判断構造は絶対に許されません。最高裁判所におきましては、本件を速やかに受理決定され、原審判決が、①上告人らの集団性、②有意な格差、③不当労働行為意思に関する判断を判示しながら、審理不尽（理由不備）によって救済措置に至らなかった誤りを、厳しく見直されることを強く要請するものです。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上。
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